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Ａｃｔｕｓ Ｎｅｗｓlｅｔｔｅｒ（資産税） 
空き家の譲渡所得特例の延長及び改正  

 

相続後の空き家問題に対応するため、相続人が空き家を早期に譲渡するのを後押しする制度として、

空き家の譲渡所得特例（以下「本制度」という）が、平成 28 年度の税制改正で設けられました。 

本制度は、相続又は遺贈により取得した被相続人の居住用家屋又は被相続人居住用家屋の敷地等を相

続人が譲渡した場合に、一定の要件を満たせば、その譲渡益から最大 3,000 万円を控除するものです。 

さらに令和 5年度の税制改正により、本制度の適用期間が延長され、適用要件が緩和されました。一

方で、相続人が 3人以上の場合は、控除額に制限が加えられることになりました。 

■本制度の適用要件等（現行制度と改正後の比較） 
適用期間 

（延長） 

現行 令和 5年 12 月 31 日までの譲渡 

改正後 令和 6年 1月 1日から令和 9年 12 月 31 日までの譲渡 

譲渡資産 

の要件 

（変更無し） 

現行 

 

(1)被相続人居住用家屋又は被相続人居住用家屋の敷地等が、相続開始から譲

渡時まで事業、貸付又は居住の用に供されていないこと 

※被相続人が老人ホーム等に入所していた場合には、相続開始直前まで、被

相続人の物品保管等に供されていたこと、事業、貸付又は居住の用に供され

ていないこと 

(2)家屋は区分所有登記がされている建物でないこと 

(3)家屋は昭和 56年 5月 31 日以前に建築されたものであること 

譲渡の要件 

（緩和） 

現行 (1)相続開始日から 3年目の年の 12月 31 日までに以下の譲渡をしていること 

 ①被相続人居住用家屋を耐震リフォームし、その敷地等と共に譲渡したこと 

 ②被相続人居住用家屋を取り壊した後に、その敷地等を譲渡したこと 

(2)譲渡価額が 1億円を超えないこと 

改正後 現行制度と同様 

ただし、売買契約等に基づき、買主が譲渡の日の属する年の翌年 2 月 15 日ま

でに耐震改修又は除却の工事を行った場合、工事の実施が譲渡後であっても適

用される（※下記の制度イメージ参照） 

控除額 

（制限） 

現行 空き家等を取得した相続人の人数に関わらず、一人あたり最大 3,000 万円 

改正後 空き家等を取得した相続人の数 

・3人未満の場合、一人あたり最大 3,000 万円（現行制度と同様） 

・3人以上の場合、一人あたり最大 2,000 万円（控除額の制限） 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典 国土交通省資料「空き家の発生を抑制するための特例措置（3,000 万円控除）の拡充・延長（所得税・個人住民税）」（抜粋） 

■本制度の適用における注意点 
●令和 6 年 1 月 1 日をまたぐ取引については、適用期間の判定に使用する譲渡の日は、原則「引渡日」

を基準としますが、納税者の選択によって、譲渡に係る売買契約等の「契約日」を基準とすることもで

きます。本制度の適用については、売買契約締結前の早い段階において上記要件の確認が望ましいです。 

●空き家の譲渡所得特例と他の税制との適用関係について 

①本制度対象空き家譲渡時の取得費加算特例 本制度との選択適用 

②自己居住用財産を譲渡した場合の 3,000 万円特例 ②と③のどちらかと本制度の併用可能 

（②の場合は合せて 3,000 万円が控除限度額） ③自己居住用財産の買換え等に係る特例措置 

④住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除 本制度との併用可能 

 




